
様式第５号（第７条関係） 

 

雲仙市定住促進奨学資金償還補助金交付申請書 

年  月  日 

雲 仙 市 長     様 

申請者 住  所 雲仙市〇〇町○〇番地 

氏  名 雲仙 太郎      

 

雲仙市定住促進奨学資金償還補助金の交付を受けたいので、雲仙市定住促進奨学資金償

還補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づき、下記のとおり関係書類を添えて申請しま

す。 

記 

 

１ 交付申請額         82,000 円   

 

２ 交付申請の内容 

区分 高等学校 専門学校等 大学等 

償還期間 

月～   月 7 月～１２月 １月～１２月 

期間中の償還額（Ａ） 円 44,400 円 144,000 円 

補助金交付対象額（Ｂ） 

（Ａ）÷２※千円未満切捨て 
円 22,000 円 72,000 円 

補助上限額（Ｃ） 
（円） 

３６，０００円 ４５，０００円 ６０，０００円 

補助金額（Ｄ） 

（Ｂ）と（Ｃ）のうち、少ない額 
円 22,000 円 60,000 円 

交付申請額（Ｅ） 
（Ｄ）の合計 

82,000 円 

３ 添付書類  （１）償還金支払実績報告書(様式第 6号) 

        （２）償還金を支払ったことを証明できる書類(領収書、通帳の写し等) 

（３）就労証明書(様式第 7号)又は就労報告書 (様式第 8号) 

（４）誓約書(様式第 2号) 

（５）承認決定通知書の写し 

（６）調査承諾書(様式第 9号)及び転入直後で雲仙市税の課税がない者 

にあっては前住所地の市区町村税の滞納がないことを証する書類 

下表の（E）の

金額を記入 
奨学金を受給

した区分ごと

に記入 

様式第 6 号（償還金支払実績報告書）

に記載の金額を記入・・(A) 

補助対象となる償還期間を記載ください。 

各年度の補助対象月は 1月から 12月です。 

（例：Ｒ6 年度の場合はＲ6.1 からＲ6.12） 

複数の区分で受給している場

合は合計額を記入・・（E） 

【記入例】 



様式第６号（第７条関係） 

 

償還金支払実績報告書 

 

年  月  日  

 

 雲 仙 市 長     様 

 

 申請者 氏 名  雲仙 太郎 

 

  令和５年６月から 令和５年１２月までの、償還金の支払実績を下記のとおり報告します。 

 

記 

 

奨学金等の

支払先 

名 称 （専門学校）独立行政法人日本学生支援機構 / （大学）長崎県育英会 

住 所 （専門学校）東京都新宿区〇〇〇〇〇 / （大学）長崎市元船町〇〇〇 

 

月 

高等学校 専門学校等 大学等 

支払日 
支払額 

支払日 支払額 支払日 支払額 

1月分 ／ 円 ／ 円 1/22 12,000円 

2月分 ／ 円 ／ 円 2/22 12,000円 

3月分 ／ 円 ／ 円 3/22 12,000円 

4月分 ／ 円 ／ 円 4/22 12,000円 

5月分 ／ 円 ／ 円 5/22 12,000円 

6月分 ／ 円 ／ 円 6/22 12,000円 

7月分 ／ 円 7/27 7,400円 7/22 12,000円 

8月分 ／ 円 8/27 7,400円 8/22 12,000円 

9月分 ／ 円 9/27 7,400円 9/22 12,000円 

10月

分 
／ 円 10/27 7,400円 10/22 12,000円 

11月

分 
／ 円 11/27 7,400円 11/22 12,000円 

12月

分 
／ 円 12/27 7,400円 12/22 12,000円 

区分別 

合計 
円 44,400円 144,000円 

※「支払額」については、初回の支払額以降変更が無い場合は「同上」又は「〃」で可 

【記入例】 

日本学生支援機構や自治体

等の支払先を記入 

毎月の支払額の合計額を記入。 

※様式第5号（実績報告書）の（Ａ）

と一致させること 



様式第７号（第７条関係） 

年  月  日 

 

雲 仙 市 長   様 

 

就労証明書 

 

就労者 

（申請者） 

氏名  雲仙 一郎 

住所 雲仙市 〇〇町〇〇番地 

生年月日 平成〇年 〇月 〇日 

 

以下の枠内は、事業所（経営主）に記入いただき、証明を受けてください。 

事業所名 〇〇株式会社 

事業所所在地 雲仙市〇〇町○○番地 

就労期間（※） 令和〇年 〇月 〇日 ～ 令和〇年 〇月 〇日 

特記事項  

上記のとおり証明します。 

 

 

証明日      令和〇年 〇月 〇日 

証明者 住所 雲仙市〇〇町〇〇番地 

事業所名 〇〇株式会社 

代表者名 吾妻 次郎          ㊞ 

電話番号 0957‐〇〇‐○○ 

 

※就労期間の終期がない（定まっていない）場合は、終期のみ空欄可 

事業所（経営

主）に記入して

もらってくだ

さい 

【記入例】 

※会社にお勤めの場合に提出が必要 



様式第８号（第７条関係） 

年  月  日 

 

雲 仙 市 長   様 

 

就労報告書 

 

 

以下のとおり相違ないことを報告します。 

就労者 

（申請者） 

氏名 
 雲仙 一郎 

住所 
雲仙市 〇〇町〇〇番地 

生年月日 
平成〇年 〇月 〇日 

 

 

職種 自営業   農業   漁業   その他（        ） 

就労場所 

（住所）雲仙市〇〇町〇〇番地 

 

（店舗名）〇〇商店   ※店舗がある場合に記入 

 

就労期間（※） 令和〇年〇月〇日 ～ 令和〇年〇月〇日 

具体的な就労

内容 

 

・〇〇商店経営 

・〇〇栽培    等 

 

※具体的な就労内容を記入してください 

 

 

※就労期間の終期がない（定まっていない）場合は、終期のみ空欄可 

【記入例】 

※自営業の場合に提出が必要 



様式第２号（第５条関係） 

 

 

誓 約 書 

 

 

雲仙市定住促進奨学資金償還補助金の交付に当たり、雲仙市定住促進奨学資金償還補助

金交付要綱（以下「要綱」という。）を遵守して、次に掲げる事項について記載内容のとお

りであることを誓約いたします。 

なお、要綱第１０条の規定に該当し、補助金の交付決定の取消しを受けた場合には、雲

仙市補助金等交付規則に基づき所定の補助金返還義務を負うことに異存ありません。 

 

                                    ﾁｪｯｸ 

（１） 要綱第７条に規定する交付申請時点で市に居住し、その後５年以上定住 

すること。                            □ 

 （２） 就労先の所在地を問わず、就労していること。            □ 

 （３） 奨学資金を自ら償還していること。                 □ 

（４） 居住している地区の自治会に加入し、自治会活動にも参加すること。  □ 

（５） 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号） 

    第２条第６号に規定する暴力団員でないこと又は要綱第５条に規定する承認 

申請時点において暴力団員でなくなった日から５年以上経過している 

こと。                              □ 

（６） 国家公務員(非常勤職員及び臨時的任用職員を除く。)又は地方公務員 

(地方公務員法(昭和 25年法律第 261 号)第 22 条の 2第 1項に規定する 

会計年度任用職員を除く。)でない。                 □ 

 （７） 補助金の交付決定から５年に満たない間に、市外に転出した場合、自治会 

を退会した場合等、補助金の交付の取消事由に該当したときは、速やかに市 

へ報告すること。                          □ 

 

  年  月  日 

 

雲 仙 市 長    様 

 

住 所 雲仙市〇〇町〇〇番地 

氏 名 雲仙 太郎   

連 絡 先  TEL 0957-38-〇〇〇〇  

内容を確認し

て「✔」 



様式第９号（第７条関係） 

 

調査承諾書 

 

年  月  日 

雲仙市長   様          

 

             申請者 住所 雲仙市吾妻町牛口名〇〇〇〇 

                      氏名 〇〇 〇〇    

 

 

雲仙市定住促進奨学資金償還補助金に係る審査等のため、以下のとおり、住民基本台

帳、市税の納付状況に関し、市長が関係部署に照会し、調査することを承諾します。 

 

 

 

 

 市確認欄 

(記入しないで下さい。) 

No 申請者氏名 生 年 月 日 年齢 住民基本台帳 その他 

1     年  月  日   歳 有・無  

〔注１〕市税とは、市県民税・固定資産税・軽自動車税・国民健康保険税のことをいいま

す。 

 

 

記入例 

申請者の氏名、生年月日、年齢を記入。 


